
(単位　千円）

前年同期比
補正前の額 補　正　額 計 増　　　減

（％）

一 般 会 計 146,841,195 606,662     147,447,857 1.5

64 国 民 健 康 保 険 事 業 34,258,607 412,018     34,670,625 △ 0.3

65 後 期 高 齢 者 医 療 事 業 7,341,593 186,309     7,527,902 5.0

66 介 護 保 険 事 業 37,847,240 593,802     38,441,042 7.1

67 公 共 駐 車 場 事 業 104,409 9,016       113,425 4.8

－ 外崎土地区画整理事業 683,237 －          683,237 35.6

－
母 子 父 子 寡 婦
福 祉 資 金 貸 付 事 業

20,578 －          20,578 △ 22.4

80,255,664 1,201,145   81,456,809 3.8

68 病 院 事 業 31,153,205 5,500       31,158,705 4.3

69 水 道 事 業 10,513,360 △ 33,960   10,479,400 2.3

70 下 水 道 事 業 18,158,186 147         18,158,333 3.9

59,824,751 △ 28,313   59,796,438 3.8

286,921,610 1,779,494   288,701,104 2.6合　　　　　　　計

63

特　別　会　計　（計）

企　業　会　計　（計）

令和8年度　9月補正予算(案)概要

総　　 括 　　表

議案
番号

会　計　区　分
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(単位　千円）

補正前の額 補　正　額 計 構　成　比
（％）

1 市 税 56,340,000 56,340,000 38.2

2 地 方 譲 与 税 922,456 922,456 0.6

3 利 子 割 交 付 金 160,000 160,000 0.1

4 配 当 割 交 付 金 500,000 500,000 0.4

5 株式等譲渡所得割交付金 600,000 600,000 0.4

6 法 人 事 業 税 交 付 金 1,000,000 1,000,000 0.7

7 地 方 消 費 税 交 付 金 10,000,000 10,000,000 6.8

8 自 動 車 取 得 税 交 付 金 1 1 0.0

9 環 境 性 能 割 交 付 金 8,000 8,000 0.0

10 地 方 特 例 交 付 金 764,500 △ 9,765    754,735 0.5

11 地 方 交 付 税 17,580,000 551,646     18,131,646 12.3

12 交通安全対策特別交付金 50,000 50,000 0.0

13 分 担 金 及 び 負 担 金 690,102 690,102 0.5

14 使 用 料 及 び 手 数 料 1,794,215 1,794,215 1.2

15 国 庫 支 出 金 27,124,082 89,591      27,213,673 18.5

16 県 支 出 金 12,331,913 △ 49,534   12,282,379 8.3

17 財 産 収 入 388,936 388,936 0.3

18 寄 附 金 143,662 3,464       147,126 0.1

19 繰 入 金 4,505,449 4,505,449 3.1

20 繰 越 金 2,840,902 15,495      2,856,397 1.9

21 諸 収 入 2,852,977 3,365       2,856,342 1.9

22 市 債 6,244,000 2,400       6,246,400 4.2

146,841,195 606,662     147,447,857 100.0

令和8年度9月一般会計歳入歳出補正予算(案)

歳　　　　　　　　入

款　　　　　　　別

歳　　入　　合　　計
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(単位　千円）

補正前の額 補　正　額 計 構　成　比
（％）

1 議 会 費 625,383 154         625,537 0.4

2 総 務 費 9,603,266 25,044      9,628,310 6.5

3 民 生 費 66,426,832 79,487      66,506,319 45.1

4 衛 生 費 9,852,594 41,025      9,893,619 6.7

5 労 働 費 97,869 750         98,619 0.1

6 農 林 水 産 業 費 207,817 246         208,063 0.1

7 商 工 費 2,939,762 △ 9,819    2,929,943 2.0

8 土 木 費 10,409,172 △ 143,242  10,265,930 7.0

9 消 防 費 4,604,789 4,604,789 3.1

10 教 育 費 13,899,969 △ 36,463   13,863,506 9.4

11 公 債 費 10,467,783 10,467,783 7.1

12 諸 支 出 金 17,695,959 649,480     18,345,439 12.5

13 予 備 費 10,000 10,000 0.0

146,841,195 606,662     147,447,857 100.0歳　　出　　合　　計

歳　　　　　　　　出

款　　　　　　　別
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　一般会計

令和８年度　９月補正予算案内訳

（単位　千円）

10 地方特例交付金 △ 9,765

○地方特例交付金 △ 9,765

11 地方交付税 551,646

○普通交付税 551,646

15 国庫支出金 89,591

○物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金 137,058

○マイナンバーカード交付事務費補助金 14,126

○生活困窮者就労準備支援事業費等補助金 △ 10

○社会福祉施設等施設整備費補助金 1,666

○地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金 23,400

○就学前教育・保育施設整備交付金 6,530

○生活保護事業費補助金 △ 2,200

○特定都市河川流域貯留施設補助金 △ 85,000

○地域公共交通確保維持改善事業費補助金 △ 7,500

○国民年金事務委託金 880

○国民健康・栄養調査委託金 641

16 県支出金 △ 49,534

○介護施設等整備事業費補助金 △ 11,512

○保育所等給食費軽減対策支援金補助金 10,878

○麦類生産技術向上事業費補助金 246

○特定都市河川浸水被害対策推進事業費補助金 △ 42,500

○公立学校給食費負担軽減補助金 △ 9,724

○愛知県知事選挙委託金 2,676

○愛知県議会議員選挙委託金 402

歳　　　　　　　　　　　　　　入

款 科　　目　　及　　び　　主　　な　　財　　源　　内　　訳 補　正　額

- 4 -



（単位　千円）

歳　　　　　　　　　　　　　　入

款 科　　目　　及　　び　　主　　な　　財　　源　　内　　訳 補　正　額

18 寄附金 3,464

○一般寄附金 3,130

保健衛生費 130

都市計画費 1,000

総務管理費 400

児童福祉費 1,600

○資料館寄附金 34

○企業版ふるさと納税寄附金 300

20 繰越金 15,495

○繰越金 15,495

21 諸収入 3,365

○市有物件災害共済会収入 893

○指定管理施設利用料金等還元金 1,360

○その他民生分 112

○その他労働分 1,000

22 市債 2,400

○旧中央看護専門学校・旧スケート場解体事業 4,500

○道路整備事業(道路橋梁債) 20,300

○流域貯留施設築造事業 △ 40,500

○農業水利施設災害防止事業 18,200

○道路整備事業(都市計画債) 6,300

○小学校屋内運動場空調設備整備事業 △ 6,400

歳 入 合 計 606,662
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   ◎:投資的な事業
   (新):新規事業　(改):事業内容、制度等の改正　(臨):臨時的な事業　(見):補正事由が決算見込み又は契約差金によるもの （単位　千円）

款 項 目

１ 議会費

１ １ 議会費

１ １ １ 議会費

○議会用タブレット型端末賃借料 154

ソフトウェア使用料の料金改定による増額

２ 総務費

２ １ 総務管理費

２ １ ６ 財産管理費

○(臨)旧中央看護専門学校あと地利活用事業 6,640 市債 4,500

・旧中央看護専門学校・旧スケート場

解体工事請負費(継続費分)

※継続費の変更

・旧中央看護専門学校・旧スケート場

解体事業損失補償金

２ １ 16 災害対策費

○消耗品費 400 寄附 400

寄附による災害備蓄用粉ミルクの購入

２ ２ 徴税費

２ ２ ４ 徴収費

○(見)催告書及び未納注意書作成等業務委託料 △162

産業廃棄物の分別撤去に係る工法変更に伴う増額

△162

400

△162

計 246,726 251,726

1,640

解体工事の進捗により補償内容が確定したことによる増額

7 182,000 182,000

8 64,726 69,726

6,640

5,000

年度 変更前 変更後

25,044

7,040

154

154

154

歳　　　　　　　　　　　　　　出

科　目
主　　　な　　　事　　　業　　　内　　　訳 補 正 額

特定財源
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（単位　千円）

款 項 目

歳　　　　　　　　　　　　　　出

科　目
主　　　な　　　事　　　業　　　内　　　訳 補 正 額

特定財源

２ ３ 戸籍住民登録費

２ ３ １ 戸籍住民登録費

○マイナンバーカード交付等事務事業 14,126 国 14,126

・会計年度任用職員報酬

・会計年度任用職員期末手当

・会計年度任用職員勤勉手当

・会計年度任用職員社会保険料負担金

・会計年度任用職員通勤費

・マイナンバーカード

窓口予約システム使用料

・事業用備品購入費

○(臨)弁護委託料 132

裁決取消請求事件に係る着手金

２ ４ 選挙費

２ ４ ３ 市長選挙費

○(臨)一宮市長選挙執行事業 830

商業施設内に新たに期日前投票所を設置するための増額

・投票管理者・選挙長報酬

・投票・選挙立会人報酬

・時間外勤務手当

・通信運搬費

・期日前投票受付等業務委託料

・駐車料

・器具賃借料

・投票所使用料

70

マイナンバーカードの電子証明書更新の際に、振り仮名情報
の記録・記載が必要となったことに伴い、窓口を増設するもの

108

203

125

3

202

149

3,908

830

16

24

6,050

AI電話対応による電話予約とWEB予約が連動した24時間対応
可能な予約システムを新たに導入するもの

1,158

マイナンバーカード券面記載事項変更プリンタ2台
特急発行申請用スマートフォン1台

14,258

14,258

4,852

422

398

1,176
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（単位　千円）

款 項 目

歳　　　　　　　　　　　　　　出

科　目
主　　　な　　　事　　　業　　　内　　　訳 補 正 額

特定財源

２ ４ ４ 愛知県知事選挙費

○(臨)愛知県知事選挙執行事業 2,676 県 2,676

商業施設内に新たに期日前投票所を設置するための増額

・投・開票管理者報酬

・投・開票立会人報酬

・時間外勤務手当

・消耗品費

・通信運搬費

・手数料

・期日前投票受付等業務委託料

・駐車料

・器具賃借料

・投票所使用料

・選挙用備品購入費

２ ４ ５ 愛知県議会議員一般選挙費

○(臨)愛知県議会議員一般選挙執行事業 402 県 402

商業施設内に新たに期日前投票所を設置するための増額

・投票管理者・選挙長報酬

・投票・選挙立会人報酬

・時間外勤務手当

・通信運搬費

・期日前投票受付等業務委託料

・駐車料

・器具賃借料

・投票所使用料

※債務負担行為の変更

（当年度分変更）

器 具 賃 借 料
令 和 8 ～ 9 年 度

変更前 2,053

〔愛 知 県 議 会 議 員
一 般 選 挙 分

〕 変更後 2,255

期日前投票受付等
業 務 委 託 料

令 和 8 ～ 9 年 度

変更前 6,129

〔愛 知 県 議 会 議 員
一 般 選 挙 分

〕 変更後 6,254

3

0

149

事　　　項 期　　　間 限度額

402

16

24

108

102

0

1,360

125

3

202

149

312

2,676

16

24

108

82

295

- 8 -



（単位　千円）

款 項 目

歳　　　　　　　　　　　　　　出

科　目
主　　　な　　　事　　　業　　　内　　　訳 補 正 額

特定財源

２ ４ ６ 一宮市議会議員一般選挙費

○(臨)一宮市議会議員一般選挙執行事業 0

商業施設内に新たに期日前投票所を設置するための増額

・期日前投票受付等業務委託料

・器具賃借料

※債務負担行為の変更

（当年度分変更）

３ 民生費

３ １ 社会福祉費

３ １ ２ 障害者福祉費

◎社会福祉施設整備事業補助金 2,500 国 1,666

国が示す補助基準額が増額となったため

３ １ ５ 国民年金費

○(臨)総合行政システム（国民年金系）

改修業務委託料 880 国 880

３ ２ 老人福祉費

３ ２ ４ 高齢者の生きがいと健康づくり推進事業費

◎地域密着型サービス施設等整備補助金 △7,800 県 △7,800

○(臨)地域密着型サービス施設等

開設準備経費補助金 △7,812 県 △7,812

1事業所の辞退による減額等

12,000

2,500

880

国民年金保険料の育児免除制度に対応するためのシステム改
修に係る増額

62,535

79,487

3,380

器 具 賃 借 料
令 和 8 ～ 9 年 度

変更前 2,053

〔一 宮 市 議 会 議 員
一 般 選 挙 分

〕 変更後 2,255

期日前投票受付等
業 務 委 託 料

令 和 8 ～ 9 年 度

変更前 5,290

〔一 宮 市 議 会 議 員
一 般 選 挙 分

〕 変更後 5,415

0

0

0

事　　　項 期　　　間 限度額
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（単位　千円）

款 項 目

歳　　　　　　　　　　　　　　出

科　目
主　　　な　　　事　　　業　　　内　　　訳 補 正 額

特定財源

◎介護施設等防災対策事業補助金 23,400 国 23,400

　認知症高齢者グループホーム(1か所)

　地域密着型特別養護老人ホーム(1か所)

　認知症対応型通所介護(1か所)

○(臨)介護ロボット・ＩＣＴ導入支援事業補助金 4,100 県 4,100

県の補助単価の見直しに伴う増額

○地域介護・福祉空間整備等施設整備

国庫交付金返還金 75 その他 75

○介護施設等整備事業費県補助金返還金 34 その他 34

○介護サービス確保対策事業費県補助金返還金 3 その他 3

３ ２ ５ 後期高齢者医療費

○過年度分療養給付費負担金 50,535

令和7年度療養給付費の確定による増額

３ ３ 児童福祉費

３ ３ １ 児童福祉総務費

○(臨)放課後児童クラブシステム改修業務委託料 1,888

３ ３ ４ 乳幼児期教育保育費

○食材購入費 500 寄附 500

寄附による市内全公立保育園の園児用おやつの購入

12,182

50,535

15,170

1,888

同一世帯から2人以上が同時に利用する場合の2人目以降の
児童クラブ利用手数料を、2027年度から減額するためのシステ
ム改修に係る増額

施設の老朽化に伴う大規模修繕、水害対策及び非常用自
家発電設備の整備

令和6年度補助金に係る消費税及び地方消費税仕入控除税
額の確定に伴い返還するもの
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（単位　千円）

款 項 目

歳　　　　　　　　　　　　　　出

科　目
主　　　な　　　事　　　業　　　内　　　訳 補 正 額

特定財源

○(臨)保育所等給食費軽減対策支援事業 1,887 国 △8,991

県 10,878

・私立保育園運営補助金

・私立幼稚園補助金

・認定こども園運営補助金

・小規模保育事業運営補助金

・認可外保育施設運営補助金

◎認定こども園施設整備補助金 9,795 国 6,530

３ ３ ６ 児童発達支援費

○いずみ学園運営事業 1,100 寄附 1,100

・施設修繕料

園庭への日よけ用ネットの設置

・事業用備品購入費

室内用遊具

寄附者：早川建設株式会社ほか

３ ４ 生活保護費

３ ４ １ 生活保護総務費

○(見)(臨)総合行政システム（福祉系）

改修業務委託料 △291 国 △10

○(臨)交通事故賠償金 893 その他 893

自動車同士の接触事故

３ ４ ３ 生活保護費追加給付事業費

○(見)(臨)追加給付データ抽出委託料 △2,200 国 △2,200

給食食材費の高騰分を保護者に転嫁していない私立保育園
等に対し、一部直接実施となる県の支援事業にあわせ、今年度
実施している補助額の増額等を行うもの

△1,598

602

△2,200

国の補助基準額の引上げ等に伴う増額

1,100

390

710

6,047

△8,246

2,397

1,423

266
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（単位　千円）

款 項 目

歳　　　　　　　　　　　　　　出

科　目
主　　　な　　　事　　　業　　　内　　　訳 補 正 額

特定財源

４ 衛生費

４ １ 保健衛生費

４ １ ２ 健康増進対策費

○(臨)国民健康・栄養調査事業 641 国 641

・会計年度任用職員報酬

・協力員謝礼

・各種報償費

・会計年度任用職員通勤費 9

・消耗品費

・医薬材料費

・通信運搬費

・血液検査委託料

・事業用備品購入費

４ １ ５ 衛生管理費

○講師謝礼 25 寄附 25

○事業用備品購入費 105 寄附 105

寄附による動物捕獲用備品の購入

４ ２ 環境費

４ ２ １ 環境総務費

◎住宅用地球温暖化対策設備設置補助金 20,000 国 20,000

申請件数が見込みを上回ったことによる増額

○(臨)中小企業省エネ設備導入補助金 30,000 国 30,000

申請件数が見込みを上回ったことによる増額

健康増進のための基礎資料を得ることを目的として、身体の状
況、栄養摂取量及び生活習慣の状況を調査するもの

50,000

50,000

130

寄附を活用し、動物愛護関連イベントにおける講習や動物愛護
についての職員向けの講習を外部講師に依頼するもの

9

28

5

121

38

771

641

381

23

27

41,025
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（単位　千円）

款 項 目

歳　　　　　　　　　　　　　　出

科　目
主　　　な　　　事　　　業　　　内　　　訳 補 正 額

特定財源

４ ３ 清掃費

４ ３ ２ 清掃施設費

○(見)施設修繕料 △700

○(見)機械器具点検手数料 △584

○(見)消火設備等保守委託料 △427

○(見)空調設備保守委託料 △107

○(見)樹木剪定等管理委託料 △362

○(見)汚染負荷量賦課金 △189

４ ３ ３ し尿処理施設費

○(見)手数料 △609

○(見)機械点検手数料 △2,163

○(見)公衆便所等清掃委託料 △4,605

５ 労働費

５ １ 労働諸費

５ １ １ 労働諸費

○移住促進支援県補助金返還金 750 その他 750

６ 農林水産業費

６ １ 農業費

６ １ ３ 農業振興費

○(臨)麦類生産技術向上事業補助金 246 県 246

７ 商工費

７ １ 商工費

７ １ ２ 商工業振興費

◎企業立地奨励補助金 △9,819

△9,819

△9,819

△9,819

補助対象企業が一部要件を満たせず補助金交付額が減額に
なったことによるもの

246

小麦の生産性向上に向けて市内麦農家へ指導等を行った地
域農政推進協議会に対し、補助を行うもの

750

750

2022年度に補助金の交付を受けた者が、補助金の申請日から
3年未満で市外転出したことに伴い全額返還となったため、補
助金の県負担分を返還するもの

246

246

△9,746

△2,369

△7,377

750
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（単位　千円）

款 項 目

歳　　　　　　　　　　　　　　出

科　目
主　　　な　　　事　　　業　　　内　　　訳 補 正 額

特定財源

８ 土木費

８ ２ 道路橋梁費

８ ２ ２ 道路橋梁維持費

○施設修繕料 11,502

○(臨)弁護委託料 330

損害賠償請求上告兼上告受理申立事件に係る着手金

８ ２ ３ 道路新設改良費

◎道路改良工事請負費 13,673 市債 12,300

※債務負担行為の設定

（追  加）

８ ２ ４ 道路舗装費

◎舗装新設改良工事請負費 8,873 市債 8,000

※債務負担行為の設定

（追  加）

舗 装 新 設 改 良 工 事 請 負 費 令 和 8 ～ 9 年 度 176,000

道 路 改 良 工 事 請 負 費 令 和 8 ～ 9 年 度 176,000

8,873

自然災害時に通行可能な道路舗装の緊急的かつ継続的な
機能回復に必要な資材単価の高騰による増額

事　　　項 期　　　間 限度額

資材単価の高騰による増額

13,673

自然災害時の浸水被害の軽減及び道路冠水時の転落防止等
のため、緊急的かつ継続的な側溝等の機能改善に必要な資材
単価の高騰による増額

事　　　項 期　　　間 限度額

△143,242

34,378

11,832
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（単位　千円）

款 項 目

歳　　　　　　　　　　　　　　出

科　目
主　　　な　　　事　　　業　　　内　　　訳 補 正 額

特定財源

８ ３ 水路費

８ ３ ２ 水路新設改良費

◎出張等旅費 318

◎用排水路護岸工事請負費 20,297 市債 18,200

※債務負担行為の設定

（追  加）

◎流域貯留施設築造事業 △173,000 国 △85,000

県 △42,500

　 市債 △40,500

・流域貯留施設（三ツ井公園）

築造工事請負費（継続費分）

※継続費の変更

８ ４ 都市計画費

８ ４ ２ 街路事業費

◎ラウンドアバウト整備事業　 11,000 市債 6,300

　 ・公共街路整備工事請負費 　

△25,235

11,000

11,000

資材単価の高騰及び中央島整備に伴う増額

9 0 3,000

計 1,980,000 1,810,000

7 1,134,000 1,134,000

8 210,000 37,000

5 236,000 236,000

6 400,000 400,000

用 排 水 路 護 岸 工 事 請 負 費 令 和 8 ～ 9 年 度 159,500

△173,000

残土処分費や産業廃棄物処理費の決算見込みによる事業費
の減額及び建設資材の流通停滞に伴う工期の延長

年度 変更前 変更後

△152,385

木曽川水系連絡導水路事業の促進に向けた国への要望活動

自然災害発生の予防・拡大防止のための緊急的かつ継続的な
農業水利施設の強靭化対策に必要な資材単価の高騰による
増額

事　　　項 期　　　間 限度額

△152,385
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（単位　千円）

款 項 目

歳　　　　　　　　　　　　　　出

科　目
主　　　な　　　事　　　業　　　内　　　訳 補 正 額

特定財源

８ ４ ３ 公園維持費

〇公園樹木伐採・診断関連経費 6,137

・施設修繕料

・樹木診断業務委託料

○施設修繕料 1,000 寄附 1,000

防犯カメラ3台の設置(尾西公園)

寄附者：小笠原勝博氏

８ ４ ４ 公園新設改良費

◎測量・設計業務委託料 △9,000

◎各種公園整備工事請負費 0

※債務負担行為の設定

（追　加）

８ ４ ７ 緑化推進費

○(見)緑化事業報償費 △238

８ ４ ８ 交通事業推進費

◎区画線設置工事請負費 0

※債務負担行為の設定

（追  加）

◎交通安全施設設置工事請負費 0

※債務負担行為の設定

（追  加）

7,137

各 種 公 園 整 備 工 事 請 負 費 令 和 8 ～ 9 年 度 4,000

△238

3,816

2,321

△9,000

旧中央看護専門学校・旧スケート場の跡地における活用方法
の変更による減額

事　　　項 期　　　間 限度額

事　　　項 期　　　間 限度額

交通安全施設設置工事請負費 令 和 8 ～ 9 年 度 3,000

△34,134

事　　　項 期　　　間 限度額

区 画 線 設 置 工 事 請 負 費 令 和 8 ～ 9 年 度 2,000

伐採及び倒木の危険性の診断による増額
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（単位　千円）

款 項 目

歳　　　　　　　　　　　　　　出

科　目
主　　　な　　　事　　　業　　　内　　　訳 補 正 額

特定財源

◎自動車購入費 △53,618 国 △7,500

※債務負担行為の設定

（追  加）

○ｉ バス運行負担金 1,158

○(臨)タクシー事業者運行維持支援金 5,724 国 5,724

○(臨)バス事業者運行維持支援金 12,602 国 12,602

10 教育費

10 １ 教育総務費

10 １ ３ 学校給食調理場費

○(見)給食調理業務委託料 △3,718

○(見)学校給食費保護者負担軽減補助金 △9,724 県 △9,724

10 ２ 小学校費

10 ２ １ 学校管理費

○(見)教育ネットワークシステム保守委託料 △7,922

○(見)ＩＣＴ支援員業務委託料 △376

◎(見)設計委託料 △8,600 市債 △6,400

10 ２ ２ 教育振興費

○(見)学校産業医報酬 △960

○(見)日本スポーツ振興センター負担金 △132

△17,990

△16,898

△1,092

△36,463

△13,442

△13,442

購入予定のｉ バス車両2台について、新基準に伴う型式認定の
遅延による納期遅れを受けたことによる減額及び物価高騰を考
慮した上で新たに債務負担行為を設定するもの

木曽川・北方コースのルート見直しに伴う増額

タクシー事業者を対象に、燃油価格高騰分の一部を支援する
もの

路線バス事業者を対象に、燃油価格高騰分に相当する額を支
援するもの

事　　　項 期　　　間 限度額

自 動 車 購 入 費 ( ｉ  バ ス ) 令 和 8 ～ 9 年 度 62,000
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（単位　千円）

款 項 目

歳　　　　　　　　　　　　　　出

科　目
主　　　な　　　事　　　業　　　内　　　訳 補 正 額

特定財源

10 ３ 中学校費

10 ３ １ 学校管理費

○(見)便所清掃委託料 △209

10 ４ 社会教育費

10 ４ ６ 資料館費

○施設修繕料 34 寄附 34

10 ５ 保健体育費

10 ５ ２ 体育施設費

○(見)スポーツ施設等環境維持管理委託料 △4,573

○(見)電気設備保守委託料 △151

○(見)スポーツ施設器具保守点検業務委託料 △132

12 諸支出金

12 ２ 繰出金

12 ２ １ 特別会計繰出金

○水道事業会計 257,653 国 77,723

負担金

水道基本料金無料化分

○国民健康保険事業 △8,173

事務費分

12 ３ 基金費

12 ３ ３ 財政調整基金費

○財政調整基金積立金 400,000

400,000

649,480

249,480

△4,856

△4,856

歳 出 合 計 606,662

249,480

257,653

△8,173

400,000

34

寄附による旧林家住宅の木製建具(しとみ戸)の修繕

△209

△209

34
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　特別会計・企業会計
（単位　千円）

会計名 補 正 額

412,018

歳　　入

○国民健康保険税 △2,477

○一般会計繰入金 △8,173

職員給与費等繰入金 △8,173

○繰越金 415,939

○国庫補助金 6,729

社会保障・税番号制度システム整備費補助金 54

子ども・子育て支援事業費補助金 6,675

歳　　出

〇一般管理費 △1,200

(見)資格確認書等作成業務委託料 △1,068

 (見)受付・交付番号表示システム保守委託料 △132

〇賦課徴収費 △244

(見)催告書等作成業務委託料 △244

〇保健衛生普及費 △2,477

(見)医療費通知作成委託料 △2,477

〇国民健康保険財政調整基金積立金 415,939

186,309

歳　　入

〇繰越金 186,309

歳　　出

〇後期高齢者医療広域連合納付金 186,309

後期高齢者医療保険料等負担金 186,309

主　　な　　財　　源　　及　　び　　事　　　業　　　内　　　容

国民健康保険事業

後期高齢者医療事業

- 19 -



（単位　千円）

会計名 補 正 額主　　な　　財　　源　　及　　び　　事　　　業　　　内　　　容

593,802

歳　　入

〇国庫補助金 4,209

過年度分地域支援事業交付金 4,209

介護予防・日常生活支援総合事業

〇県補助金 2,631

過年度分地域支援事業交付金 2,631

介護予防・日常生活支援総合事業

〇基金繰入金 △880,360

介護給付費準備基金繰入金 △880,360

〇繰越金 1,467,322

歳　　出

〇介護給付費準備基金積立金 16,274

〇償還金 577,528

国庫負担金返還金

介護給付費 65,007

地域支援事業（包括的支援事業・任意事業） 642

県負担金返還金

介護給付費 162,852

地域支援事業（包括的支援事業・任意事業） 321

支払基金交付金返還金

介護給付費 300,194

地域支援事業（総合事業） 48,512

9,016

歳　　入

〇繰越金 9,016

歳　　出

〇市営地下駐車場基金積立金 9,016

4,209

2,631

介護保険事業

公共駐車場事業
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（単位　千円）

会計名 補 正 額主　　な　　財　　源　　及　　び　　事　　　業　　　内　　　容

5,500

収益的収入 5,500

〇医業外収益 5,500

その他医業外収益 5,500

収益的支出 5,500

〇医業外費用 5,500

雑損失 5,500

損害賠償金

△33,960

収益的収入 1,653

○営業収益 △256,000

給水収益 △256,000

水道料

　水道基本料金無料化事業

　　水道の基本料金を2か月分（2026.12～2027.1検針分）無料にするもの

○営業外収益 257,653

負担金 257,653

一般会計からの負担金

収支差引(損失増） 2,062

収益的支出 3,715

○営業費用 3,421

原水及び浄水費

手数料

業務費

印刷製本費

通信運搬費

委託料

○特別損失 294

過年度損失 294

病院事業［市民病院］

5,500

1,768

1,768

水道事業

△256,000

1,653

19

132

1,502
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（単位　千円）

会計名 補 正 額主　　な　　財　　源　　及　　び　　事　　　業　　　内　　　容

資本的収入 0

※補填財源 △37,675

減債積立金

過年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額

過年度分損益勘定留保資金

当年度分損益勘定留保資金 △18,422

資本的支出 △37,675

◎建設改良費 △37,675

改良費

工事請負費

配水管改良工事費

※債務負担行為の設定

（追  加）

限度額

280,000

固定資産購入費

工具器具及び備品

147

収益的収入 0

収支差引(利益減） 147

収益的支出 147

○特別損失 147

過年度損失 147

△37,675

△37,675

57,000

事 項 期 間

配 水 管 改 良 事 業 令 和 8 ～ 9 年 度

下水道事業［一般区域公共下水道］

△60,095

△16,158

0

0
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